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９）Murphy（2005）は、先行研究にみられる「教員リーダーシップ」の定義の検討を通じて、この概念

の中核に以下のような信念があることを明らかにした。（1）現役の教員である（教室を去った人物で

はない）、（2）教室の外部で活動し影響力を持つ人物である、（3）管理的・監督的な活動に取り組ま

ない人物である、（4）同僚教員によって選択される人物である、（5）自分の活動を担う際にかなりの

自律性を行使する人物である（p.16）。

10）Murphy（2005）は、リーダーシップを、個人の特権（職位や権限）ではなく、組織的な財産、機能

ないしプロセス、専門的な知見の副産物、集団の活動、コミュニティの力学と理解している（p.8）。

11）Murphy（2005）は、この新たなモデルにおける公式のリーダーシップ職位のメタファーを、サーバ

ントリーダー、組織建築家、道徳教育者としての管理職として説明する。

12）Murphy（2005）が、「埋め込まれた論理（Embedded Logic）」とする理由は、「教員リーダーシップ」

を極めて文脈依存的で複雑な概念と理解するからである。例えば、環境（学校／学区／州）、集団か

らの期待（管理職 or 教員組合）、教師にとっての手段（昇進 or 専門家の共同体の構築）、改革のため

の手段（学校を基礎とした経営 or チャータースクール）によって、実際の教員リーダーの職位や役

割は様々に異なる（p.11）。

13）専門職性（professionalism）は、社会的・職業的な地位や報酬だけでなく、教員の主体的関与

（commitment）、効力感（efficacy）、満足（satisfaction）／やる気（motivation）という変数を含み

込んだ幅広い概念である（Murphy & Beck,1995,p.26）。

14）学校健康（school health）とは、組織健康（organizational health）から派生した概念である。組織健康は、

例えば、資源活用の効率性、リーダーシップの密度、応答性、目標達成といった一連の指標から評価

される学校の能力であり（Murphy & Beck,1995,p.27）、Murphy による学校健康の概念は、「学習共

同体」と「一般的な組織プロセス」の 2 つを区別して理解する点に特徴がある。

15）内的アカウンタビリティ（internal accountability）は、アメリカの教育行政学者 Richard F. Elmore

による概念である。Elmore（2004）によれば、「強力な内的アカウンタビリティを有する学校は、彼

らの活動を形成する規範・価値・期待について組織成員間で高いレベルの承認が見られる学校」（p.134）

である。この見解は「学校改革は内側から外側へむかって起こらねばならない」（p.2）という命題か

ら生まれている。

16）教員リーダーの職能発達において成人学習の原理を基礎とすべき理由は、教室では児童・生徒を対象
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とするのに対して、教室外では同僚教員や学校管理職との同僚性・協働性の構築、チームでの集合的

な問題解決、対人関係の葛藤管理などの知識・スキルの獲得が重要だからである。

17）Murphy（2005）は、教員リーダーの職能発達において重要な知識とスキルとして、学校組織を理解・

舵取りすること（例：組織的な理論や行動、学校の政治学、学校の変革や改善）、他者と協力して生

産的に活動すること（例：対人関係の理解、ファシリテーション、信頼とラポール、葛藤の管理・解

決）、協働的な事業を構築すること（例：同僚との協議、データの活用、共同行為、他者の学習の促進）、

を挙げている（pp.153-158）。

18）図１の原型は、学校を基礎とした経営（School-Based Management:SBM）の基本的な論理の連鎖を

概観するために Murphy が考案したモデルに基づいている（図３）。その論理の連鎖とは以下の通り

である。学校を基礎とした経営（SBM）は現場の利害関係者をエンパワーする→エンパワメントは

主体性を促進する→そのことが専門職性を増大する→組織健康を高める→２つの変数の変革が組織的

な職務遂行能力の改善に帰結する。なお、このモデルは構成要素間の単線的な関係ではなく、構成要

素間の関連性の循環的・再帰的（recursive）な性質を捉えようとするものである。

19）他にもわが国では、天笠（1998）が学校改善を推進する主任のリーダーシップについて論及しており、

小島（2002）が学校ミドルのリーダーシップについて、「情報の創造」や「中間概念の実現」という

観点から、その意義や重要性を指摘している。

20）例えば次のような研究は今後のわれわれの研究にとって参考になるように思える。Smylie & 

Denny(1990) は，アメリカ中西部のある学区において，教員リーダーとしての経験年数 2 年目の教員（13

人）への聞き取り調査と，それら教員リーダーの同僚を対象とした質問紙調査（有効回答数 56）のデー

タを通じて，教員リーダーの職務や職位に対する，教員リーダー自身の役割定義と職務実態と，他の

教師や管理職との認識や反応の違いを明らかにしている。また Stone et al.(1997) は，カリフォルニア

州北部の３つの学校（初等・中等・高等各 1 校）における 18 人（各校 6 人）の教員リーダー（と複

数名の同僚教員）および３人（各校 1 人）の校長への聞き取り調査（および観察）の結果から，教員

リーダーによる学校改善に対する認識の違いを学校段階別に検討している。

図３　SBM の埋め込まれた論理（出典：Murphy&Beck,1995,p.23）
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21）こうした研究関心から注目に値する文献として、例えば「専門職の学習共同体」における「教員リー

ダーシップ」について検討した Moller（2006）や Hilty（2011）があるが、その詳細な検討は今後の

課題としたい。
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A Study of Leadership of Teachers for School Improvement in U.S.:
Focusing on Theoretical Examinations of Teacher Leadership by Joseph 

Murphy

 Yasuyuki Oda

    This paper aims to study the leadership of teachers for school improvement in U.S. 

through examining theoretical examinations of teacher leadership by Joseph Murphy, a 

researcher of educational administration. Concretely speaking, I focus on the book titled 

Connecting Teacher Leadership and School Improvement (2005) written by Murphy. And 

after describing traditional recognition and understanding of teacher position in U.S., 

the roots of teacher leadership phenomenon, the logic of teacher leadership for school 

improvement, the pathways to teacher leadership, and the organizational contexts and 

environments for teacher leadership, I examine some issues about “New Position” of 

school organization in Japan. Through this task, I should have some implications for 

establishing “New Position” of school organization in Japan.

Abstract




